












第 l 節 目本型ファシズムのイデオロギー・組織・法律
第 2 節靖亜神社の建立と意義






























































科 2 年・商学部 3 年の東亜同文音院大学に昇格し
た。さらに同大学には、太平洋戦争段階の 1943 （昭





1937 （昭和 12）年 7 月 7 日の産溝橋事件に端
を発した日中戦争は、最初、華北に拡大し、同年








り、 IO 月 18 日からそこで開講した。その問、日
































































































































































































N 日 毎週授業時間第 1 学年 第 2 学年 計
修 身 2 
国文放漢文 4 3 7 
支那語 9 10 19 
央 圭回五口 6 6 12 
歴 史 2 3 5 
地 理 2 2 
哲学概論 2 2 
心理及論理 ヲ 2 
法学通論 2 2 
商業通論 2 2 
簿 記 3 2 5 
商業数学 2 2 
自然科学 2 2 
体操及教練 3 2 5 
武道（剣道、柔道、
弓道ノ l ツ履修） 2 
合計 35 36 71 
勤労作業ハ必修卜シ随時之ヲ課ス




13年 4 月、昭和 14年 4 月より大学予科の学生募
集が開始されると彊われている。しかし最後の但



















年毎週 2 時間の授業を l 単位、 l 学期毎週 2 時間
か l 学年毎週 1 時間の授業は半単位とされる。そ
して科目は必修学科目と、選修学科目に分かれ、
後者はさらに第 l 類と第 2 類に分かれている。そ









学科目 第 l 第 2 第 3学年 学年 学年
東亜精神史（日本精神史及
東洋思想史） 2 2 2 
宅忠金7 法 2 
東亜論策 2 2 
民法第 l 部（総則、債権） 4 
民法第 2 部（物権） 2 
商法第 l 部（総則、商行為） ヲ





世界経済事情第 1 部 2 
世界経済事情第 2 部 2 











国際法第 l 部（平時） 2 
支那時文及尺繍 2 2 
支那語 5 2 
商業英語 2 
外国書講読 2 
教 練 2 2 2 
武道（剣道、柔道、弓道ノ
l ヲ履修セシム）







































表 3 東E同文書院大学商学部選修科目 て第 3 は、同文書院あるいは同大学に対して時と
選修学科目ハ第 l 類及第 2 類二分チ第 2 学年以後ニ於テ して貼られた悪評、スパイ養成学校と関係するよ
履修セシム 包第 1 類ノ学科目ハ 5 単位以上、第 2 類ノ、
4 単位以上ヲ履修セシム うな科目は、ここでは微塵もみられないというこ
第 l 類 第 2 類
学科目 毎週授業時間 学科目 毎週授業時間
日本文化（日本 倉庫論
文化史及一般文化） 2 国際法第 2 部（戦時） 2 
貨幣論 2 行政法第 l 部（総論） 2 
貿易実務 2 行政法第 2 部（各論） 2 
銀行信託論 2 政治学 2 
会計監査 I 民法第 3 部（親族相続） 2 
市場組織論 刑法第 1 部（総論） 2 
（取引所論ヲ合ム） 2 jflj法第 2 部（各論） 2 
商品学 2 民事訴訟法 2 
景気論 2 刑事訴訟法 2 
工場経営論 外交史 2 
（工業会計ヲ合ム） 2 工業経済論（工業
経済統計 2 政策企業財政論） 2 
経済学史 2 農業経済論 2 
国際経済論（外国 経済地理第 1 部（満支） 2 




央 言語 2 
上海語（第 i 部） 2 
（第 2 部） 2 
福建語（第 1 部） 2 
（第 2 部） 2 
広東語（第 l 部） 2 
（第 2 部） 2 
独逸語（第 l 部） 2 
（第 2 部） 2 
仏蘭西語（第 l 部） 2 
（第 2 部） 2 
露西亜語（第 l l:'l) 2 
（第 2 部） 2 
蒙古語（第 l 部） 2 



















































足の 3 年度から必要となり、学部完成年度の 5 年
アジア・太平洋戦争下における東E同文書院の変容
表4 学部及び大学予科教員定員数（以下教員ノ、凡テ専任ナリ）
1939 （昭和 14) 1940 （昭和 15) 1941 （昭和 16) 1942 （沼和 17) 1943 （昭和 18)
年度 年度 年度 年度 年度
｛第 1 年度） （第 2 年度） （第 3 年度） （第 4 年度） （第 5 年度）
大 日本人 14 22 22 22 22 
学 支那人 3 5 5 5 5 
予 外国人 2 2 2 2 
科 小計 18 29 29 29 29 
日本人 10 29 33 
学 支那人 5 5 5 
部 外国人 4 4 4 
小計 19 38 42 
合計 18 29 48 67 71 















































教 室 8,854.00 
住 宅 3,666.00 
設計監督賞
設計監督賞 7,120.20 
（収入合計） 284,000.00 （支出合計） 284,000.00 













昭和 14年度（大学設立第 1 年度） 経常費
収 入 支 出
科目 金額（円） 科目 金額（円）
国庫補助金 367,263.00 俸 給 154,028.00 
学資金 342,540.00 諸 絵 46,767.50 
医局収入 800.00 在外手当 77,140.80 
雑収入 899.78 被服費 33,390.00 
食 費 65,936.00 
週 給 39,384.00 













雑 給 41,476.48 
水道費 7,200.00 
電燈費 9,350.00 





雑 費 1,300.00 
平日 息 115.00 
儀式祝典費 2,660.00 
予備費 5,000.00 
（収入合計） 711,502.78 （支出合計） 711,502.78 



















く興味深くも、 1924 （大正 13）年から 1938 （昭
和 13）年までの収入実績について次のように報
告している。臨時費は、昭和 2 年から同 13年まで、
すべて国庫補助金で通算622,570円 49銭、経常費
は、大正 13年から昭和 13年までの通算で、国庫
補助金で2,618,600円、学資金で3,721,195 円 61 銭、
利息及雑収入で 128,009 円 74銭であった 14）。
表7 東E同文書院大学予算表経常賃収入構成 ( ）は構成比
手斗 目 1939 ｛悶和 14) 1940 （昭和 15) 1941 ｛昭手口 16) 1942 ｛昭和 17) 1943 ｛昭和 18)年度 年度 年度 年度 年度
（円） （円） （円） （円） （円）
国庫補助金 367,263.00 405,172.00 433,150.00 471,272.00 450,474.00 
(51.6%) (52.4%) (53.5%) (55.3%) (49.9%) 
学資金 342,540.00 366,300.00 374,220.00 379,500.00 450,780.00 
(48.1 %) (47.4%) (46.3%) (44.5%) (49.9%) 
医局収入 800.00 800.00 800.00 800.00 800.00 
( 0.1 %) ( 0.1 %) ( 0.1%) ( 0.1 %) ( 0.1 %) 
雑収入 899.78 800.28 800.28 800.28 800.28 
( 0.1 %) ( 0.1 %) ( 0.1 %) ( 0.1 %) ( 0.1 % ) 
（合計） 711,502.78 773,072.28 808,970.28 852,372.28 902,854.28 
出典：外務省外交史料館、 H430, 2-3 東亜同文書院関係雑件、大学設立関係、 00082～
0089 より筆者作成。
3. 設立認可までの経過





会会長近衛は学長の決定を行い、 3 月 18 日、大
内暢三を学長に任用することを申請している 16）。
































供託を義務づけていた。それは l 大学あたり 50










明をしていたが、 8 月 1 日の理事会内の特別委員
会では、「……興亜院ハ其所管ヲ同院ニ移管スル
様外務省ニ申送リタリ……l2）と報告されている。




































た官公私立の 54大学中 51 番目に大学となった。
いまその位置づけをするために、すこし日本高等
教育史を振り返っておこう。 1918 （大正 7 ）年の















い枠を打破すべく、 1918 （大正 7 ）年「大学令」
を制定して、単科大学を含む官公私立の大学設立
を可能にする道を拓いた25）。




ていえば、 1932 （昭和 7 ）年の関西学院大学まで






が、 1939年 5 月の藤原工業、同年 12月の東亜同
文書院、 1940年 4 月の官立神宮皇学館、 1942年
































その後、 1943 （昭和 18）年 1 月、同文会自体
もこれを承認して、設立申請を提出したところ、






























































に軌をーにして、中国において、 43年 4 月に華
北高等工業学校を設立し、 44年 7 月にはそれを
北京工業専門学校と改名した。また同文会は、 43
年 11 月には大東亜省の指令により、北京同学会




東亜同文書院大学は、 1939 （昭和 14）年 4 月
にその予科を、したがって 1941 （昭和 16）年 4





年度 教員 職員 合計 備考
1934年度 上半期 34 10 44 
（昭和 9 年）下半期
1935年度 上半期 34 10 44 
（昭和10年）下半期 34 10 44 
1936年度 上半期 36 10 46 
（問和 II年）下半期 35 I 46 
1937年度 上半期 35 I 46 
（同和12年）下半期 36 1 47 
1938年度 上半期 39 12 51 
（昭和13年）下半期 48 14 62 
1939年度 上半期 45 14 59 大学予科開設年度
（昭和 14年）下半期 42 16 58 
1940年度 上半期 50 16 66 
（昭和 15年）下半期 60 18 78 
1941 年度 上半期 51 20 71 大学学部開設年度
（昭和16年）下半期 71 21 92 
1942年度 上半期 82 24 106 
（昭和17年）下半期 86 24 110 1943年 5 月 10日調







応召・入営者は 1941 年度下半期 2 名、 42年度上半期 2 名、同下半期 3





















表 8 では、専任・非常勤の区別なく 91 名となっ
ており、後出の表 10に見られる専門部のみの任












になった 1943年 5 月にも勤務していた者は、わ
アジア・太平洋戦争下における東E同文書院の変容
職名


























































































のしかかってきた。 1940年 9 月、病気静養中の
大内学長に代わって、同文会常務理事の矢田七太
郎氏が任命され、同月 18 日に着院し、約 3 か月










表10 東E同文書院大学教員業務分担表〔1943 （昭和 18）年 5 月〕
大学 専門部 担任業務 ( ）内は専門部 氏 名学部 予科
学 長 東亜精神史 矢田七太郎
学 監 商法 本間喜一
教授 予科長
教授 兼教授 自語文学中国文化研究、支那語、広東語 鈴木縛郎
部長兼幹事 久保田正三





教授兼教務 教授兼教頭 白話文学、中国文化研究、支那語演習 野崎駿平
課長
教授 東亜論策、国際法、外国替講説 重光蔵




兼教授 兼教授 教授、教頭 支那語、上海語、研究指導（支那語｝ 坂本一郎
助教授 兼教授 経営学原論、外国害論議、工業経営論、研究指導 戸田義郎
助教授 兼教授 国際経済、外国省総説、保険論経済統制論、研究 太田英一
指導
助教授 兼教授 教授 支那留学、近代支那思想史、古典科、研究指導（古 山田厚
典科）
教授 応召中曽学科 根川影雄
助教授 兼教授 教授 応召中、（経済地理、地理、研究指導） 上田信三
助教授 教授 社会政策、数漫経済学（経済原論） 康江貞助




助教授 教授 歴史 五味ー
助教授 教授 民法、国際私法 岸川正
助教授 講師 経済致策、荷業英語、研究指導 石川正一
助教授 刑法、行政法 飛石初次
助教授 東亜外交史、国際法、仏面白西語 神谷龍男
講師兼学生 講師兼生徒 武道（弓道） 山崎伊太郎
監補 監補
教授 兼講師 支那時文、尺服、中国文化研究 福田勝蔵
講師 兼講師 教授 東亜法制j史、法学通論、（憲法、法学通論） 成宮嘉造
兼教授 教授 教授 東亜精神史、研究指導（古典科、道義桝） 斎伯守
講師 助教授 武道（剣道） 小橋嘉平
教授 教授 古典科（古典科） 海之地直一
教授 ｛英語） 槌村郁夫
講師 教授 英語、研究指導 原一郎
講師 助教授 武道｛柔道） 道上伯
兼講師 講師 教練 吉田稔
講師 東亜論策、政治学、研究指導 陣内豊吉
助教授 教授 支部語（支那語） 山口左熊






















































































































































出典：東亜同文会『事業報告書』（昭和 17年度下半期）、 56～62 頁。



















それでは、表 9 と表 IO をもう一度比較してみ





























担当者は、日本人 5 名、中国人 4 名、計 9 名であ
ったのが、 1943年度上半期には、それが日本人
10名、中国人 9 名、計 19名に増加している。
















の l 学年の学生定員が約 100名から 160名に増加
し、また 4 年制が 5 年制（予科 2 年、学部 3 年）














年度 入学生数（1) 卒業生数（2) 在校生数( 9 月末日） (3) 
1934 （昭和 9 ）年 95 （公費生 62、自費生33) 62 314 
{??} 
1935 （昭和 JO）年 110 （公費生日、自費生52) 61 356 
1936 （昭和 i I ）年 110 （公費生 55、自費生55) 70 394 
1937 （昭和 12）年 115 （公費生日、自費生56) 87 435 
1938 （昭和口）年 132 （公費生59、自費生73) 102 473 
1939 （昭和 14）年 160 （公費生79、自費生 81) 102 523 
1940 （昭和 15）年 161 （公費生98、自費生63) 97 562 
1941 （昭和 16）年 172 （公費生 106、自費生66) 106 625 
1942 （昭和17）年 185 （公費生 114、自費生71) 24 676 
1943 （昭和 18）年 177 （公費生 118、自費生59) 110 732 
162 （専門部、全員自費生）
1944 （昭和 1例年 100 （内訳不明） 137 （入営中 127、 724 (4) 
132 （専門部、全員自費生） 学内残留者 10)
1945 （昭和20）年 194 （内訳不明） 不明 不明
215 （専門部、全員自費生）
















度から 38年度にかけて、 314人から 434人へ約 1.4
倍弱の増加があった。その後 1939年度には大学
が発足し、 l 学年定員が 160 に増えたため、大学
の完成年度である 1943年度にかけて、在学生数
















採用 80名に対して志願者 1,584 名、 40年度では採




















った。そのため 1942年 9 月、 38期生のうち病気・




学した大学 l 回生（通算40期生） 110名が、本来
ならばその最後の学年になるべき年度であった


















さらに 1943年 12月の r勅令939号J によって、
徴兵年齢が 19才に引き下げられた。その結果、
1944 （聞和 19）年 3 月には、約300名もの同文書
院大学および専門部の学生が入隊していった判。
18 
それでも同文書院大学は、同年 9 月 10 日には、
大学 2 回生（通算41 期生）の入営中の 127名と学
内残留の lO名の卒業式を行った冊。そしてまた











年 8 月 20 には、現地除隊した学生約300名で、復
学式が行われた。そして中国側が校舎の接収に入
り、教職員学生一向、虹口の集中営に移転させら





































































8 人の学生に対して「第 l 次学生検挙事件」をも
って弾圧した。しかしその動向はやまず、第 l 次
上海事変に影響されて、書院学生の反戦運動は強































































































































































































学部教授 斎伯守 学長代理兼子科長代理 倫理
同 板本一郎 専門部長代理 中国語（時局講座）
同 太田栄一 教務課長 経済原論、英語、時局講座
学部助教授兼 広江貞助 幹事 経済原論
専門部教授
同 土屋芳雄 教務課
同 石川正一 会計主任 経済政策、英語
同 一円一億 専門部教務主任 法学通論、政治
同 神谷竜男 研究部長代理 国際法、特別講義
同 大木隆造 学生・生徒主事
同 山口左熊 同 中国語、中国事情
予科教授 若江得行 予科教務主任 英語、英会話















この学生たちは、敗戦間近の 8 月 1 日、富山市が
大空襲を蒙り、その救援活動に駆り出されたりし








9 月 28 日の教授会は、期限を「一応一ヶ月」と

























月から i l 月にかけて IO回開催された教授会の議




















(I 1 月 7 日）、といった内容である。
これらの意見を踏まえて、分校長斎伯は、 10



































































































(1) 1932 （昭和 7 ）年に設立された「国民精神
















(2) 「国民精神総動員運動j は、 1937年 7 月 7
日、日中戦争開始後、国民を戦争に精神的に結束
させるため、近衛文麿内閣の情報委員会が、内務
省・文部省と共同提案し、 8 月 24 日に閣議決定













































生の大事業」として実施された74）。 1934 （昭和 9 ) 
年 4 月 l 日に「建立趣意書」が発表され、同年









































崎に移転された 1937年をのぞき、 36、 38年にも
同一形式で実施されている78）。この「国民精神作
興に関する詔書J とは、本来、第一次世界大戦後




愛知大学史研究（第 2 号、 2008年）
「国民精神を酒養し振作し国本をかためよ」との
内容をもったものである79）。この詔書は一時重視




























































































































第 4学年は射壕の構築、第 3 学年は聖壕の構築、
第 2 学年は全校庭の清掃、第 l 学年は農場創始工
作といった全学勤労奉仕である則。学徒勤労奉仕
は、 1937年 8 月 24 日に閣議決定された「国民精
神総動員実施要綱」を出発点にしていたが、この
年には、文部次官通達によって、集団勤労作業は
中学 2 、 3 年以上大学にいたるまで、年 15 ない




かれ、 3 日間にわたって実施された刻。 10月 25
日から 31 日にかけて r鍛錬週間」といわれるも
のが実施された。初日は国旗掲揚、体操、観閲分
列、 2 日目は 4年生の実包射撃と 2 ・ 3 年の野外
行軍と続き、 5 日目は勤労作業が行われ、教練と
も結びついた総合訓練であった到。























された。 10 月 l 日より 3 日間、第 2 運動場低地
埋立工事、同月 27 日より 3 日間、第 2 運動場西
北隅の射撃場補強工事が、それであった則。
この問、 8 月 8 日の「文部省訓令第27号」に









































された。このような式典は、 1942年度には、 8, 9, 
10、 12 月、翌年の 1 、 2 、 3 月に行われたこと





神社遥拝である。この年度は春の 4 月 25 日と秋
の 10 月 16 日の臨時大祭に合わせて行われた IOI ）。
校庭に教職員と学生が整列し、国旗掲揚のあと遥
拝をしている。



















奉戴日であり、 4 、 5 6 、 7 、 8 、 IOの各月に挙





























































1944年になって、まず 1 月 18 日になされた閣議
決定、「緊急事徒勤労動員方策要綱」によって動























































































こうしてまず 8 月から 10 月 1 日にかけて、第
l 陣 5 名が海軍通訳として出発していった。













り、 10 月 25 日、第 2 陣20名が出発し、ついで、
同文書院出身の陸軍通訳官土屋弥之助（26期）
の軍命による来院があって、 10 月 30 日に第 3 陣
20名が、 1 1 月 5 日に第 4 陣 19名が、日月 7 日、
第 5 陣 15名が、そして最後に l l 月 22 日、 l 名が
出発していった 120）。これで病気のため参加でき







が 1938年 2 月 23 日、蕪湖付近で戦死し、その他
























































































































































































































6 月から、京都帝大でも同年 9 月から、また私立























意考慮中ナル旨ヲ報告セリ J 141 ）と。


















すでに第 l 章で述べた通り、 1939年 4 月から、
大学予科が事実上発足し、その予科の教科課程に
は、前掲表 1 にあるように、「体操及教練」は第
l 学年では週 3 時間、第 2 学年では週 2 時間が、
また 1941年に発足する学部においては、前掲表
2 にあるように、「教練」として、第 1 学年から



























和 16）年 1 1 月 20 日、奥津少将によって行われた












の短縮で同年 12 月 21 日に卒業していった同文書
院商学科卒業生 106名、翌 1942年 3 月 31 日の予
科（第 2 回）第 2 学年修了者 164名は、全員教練
検定に合格した。




部第 l 、 3 学年の 12 キロ行軍（午前 7 時出発、
1 時間40分で帰着）、小隊戦闘教棟、銃剣術試合、





が、 1943 （昭和 18）年には非常にハードなもの
となった。 5 月 28 日、下川配属将校に引率されて、
学生全員が武装のうえ、楊樹浦軍工路までの往復
を、午前 7 時に出発し、午後 6 時半に帰着すると
いうものであった 150）。また同年には兵営体験訓














もともと 1927 （昭和 2 ）年 4 月に制定された「兵


















学期限短縮」の措置にでた。 1941 （昭和 16）年
6 月、「学生生徒卒業期繰上ニ関スル件Jによって、
修学年聞を 3 ヵ月短縮し、本来、翌42年 3 月に
卒業するべき学生を 41 年 12月に卒業させること
になった。これは本来ならば43年 1 月に入営し
ていた者を l 年早めて、 42年 1 月に入営可能に
するためであった 155）。同文書院38期生 106名は、
すでに第 l 章で述べた通り、この措置によって、
41 年 12 月 21 日に卒業させられていった。続いて






文書院39期生24名はこうして 42年 9 月に卒業し
ていった。翌43年度にも同一措置が継続し、書
院では大学 l 回生（通算40期生） 110名は、 1943






















現地での徴兵検査は、 10月 25 日から虹口の武
徳殿で行われたが、その結果は現地入営者319名、
内地入営者65名、計384名、病気のため入営でき
















なおそれより少し遅れて、 12 月 21 日、朝鮮半
島出身者のうち志願し、徴兵検査に合格した特別





はなかった。すぐひき続いて、 1943 （昭和 18)
年 12 月 24 日、「勅令第939号」「徴兵適齢臨時特例」
及びそれに対応する陸軍省令「昭和十九年度ニ於
ル徴兵事務ノ特例ニ関スル件」によって、徴兵年
齢が l 歳引き下げられ 19歳となった 162）。そのた
め書院からは、約300名の者が、 1944年 2 月に徴























それは早くも、 1942 （昭和 17）年に始まって










年の 12月までに了え、 1943年 5 月 9 日に晴れて
開校式を挙行して授業を開始した。ところがそれ
より少し前、 4 月 14 日に突然、同校舎を同年 9
月末日までに返還するようにとの支那方面艦隊司
令長官からの命令が、大使館を通して通達され
た 168）。そのため同校舎の使用は 5 カ月足らずで





















































































































































表を撤回し、 1944年 2 月に学長として復帰した。
このような過程で、本間氏と書院の教員、学生と
の強い信頼関係が醸成されたのである。





































































































































年度には 3 ヵ月、 42、 43年度には 6 ヵ月の繰り
上げ卒業の措置がとられた。そして 1943年 10 月、
ついに在学期間中の徴集猶予停止、満20歳以上
の学徒を戦場にかりたてる、いわゆる学徒出陣で
あった。さらにこの徴兵年齢は、 1945年 3 月に












































































学 1998 年、 i ～ iii 頁）において、「ビジネススクー
ルとしての東亜同文書院」という現代風の巧みな命
名をした。そして教授は、『東亜局文書院 中国大
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